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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
これから、令和7年度　中小企業等原油・原材料価格高騰等対応設備導入緊急支援事業補助金の申請要領についてご説明させていただきます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本補助金の要領をご説明する前に、重要事項についてご案内いたします。
申請要領、1〜3ページに記載の重要事項について、必ずご確認のうえ、ご理解いただいたうえでの申請をお願いいたします。
それでは、本補助金の要領についてご説明させていただきます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本事業は、原油・原材料価格⾼騰の影響を受けている県内の中⼩企業等の皆さまに対し、商品やサービスを⽣産したり提供していく過程で使⽤する省エネルギー設備の導⼊を⽀援することを⽬的としています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助の対象となる事業者は、新潟県内に主たる事業所等を有する中小企業であることが条件となっています。
対象となる中小企業の範囲は、中小企業基本法に定められている、ご覧の表の企業です。
また、個人事業主や、中小企業を構成員とする事業協同組合などの団体も補助対象となっています。
なお、医療法人や福祉法人、農業協同組合など対象外の団体もございますのでご注意ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
発⾏済株式のすべて、または出資⾦額の総額の２分の１以上を同⼀の⼤企業が所有している中⼩企業など、ご覧のaからｃのいずれかに該当する「みなし⼤企業」は、対象となりません。
また、売上減少要件は本事業の要件の一つです。2022年1⽉以降の任意の1か⽉の売上⾼、粗利益のいずれかが、 2019年から2021年の同⼀⽉と⽐較して５％以上減少、もしくは付加価値額が10％以上減少していることが条件となります。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
さらに、新潟県エコ事業所表彰制度に登録しているか、参加の申込をされていることが条件となります。エコ事業所表彰制度の詳細については、新潟県エコ事業所表彰制度のホームページでご確認ください。
法人にあっては、パートナーシップ構築宣言に登録していることも要件となりますので、パートナーシップ構築宣言のホームページをご確認ください。
以上が補助の対象となる事業者となります。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
令和4年度から令和6年度に、本補助金の採択を受けている事業者については、これまでに受け取った補助金交付額の合計が補助上限額を下回っている場合に限り、その差額の範囲内であれば、申請することが可能です。�例えば、これまでに通常枠または特別枠で50万円の補助金交付を受けている場合、通常枠に申請する際の上限額は、差額の83万円となります。同様に、特別枠での申請であれば、上限額は100万円です。�これまでに特別枠で135万円の補助金交付を受けている場合、通常枠は補助上限額に達しているため、申請ができません。特別枠への申請の場合は、差額の15万円が申請上限額となります。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本補助金は、通常枠と特別枠の2種類があります。
いずれも、商品やサービスの提供プロセスにおいて使用している設備を同等の出力・能力を有する設備に置き換えるものであって、エネルギー使⽤量の削減に貢献する設備への切り替えを⾏う事業を対象としています。
特別枠は、省エネルギー診断実施機関などによって省エネルギー診断を実施し、診断結果の助言や提案に基づいて省エネ設備を導入することが条件となっています。
その他、詳細の条件は申請要領をご確認ください。


- B ERERE(2)

YWRERDERIRDIEEE
[RAJEULT
WEHH:%I:—I» WRIE 3 by I e S A Y
eRnEsRlRl [ EFERAT—YIICEAH T 5E 1F‘C“a“o

= _5.11 -
A o

“!“L TG
! v

BARGHEEIL PHOFEEHETE IR F—RERESESE T (IDRFEBMAE] HENRERFE—EZSR
XKEMRI-IIRL—I3 2, HliEeeft S LEDRBASRE RN UL ERRIIAREXTIINENTT

AR ER SRR EDH

R (ZREIEOUIDEX LRAFICERT a2k <) « £EFR. SOXRIAGSE. aTRI)
+— ”‘JQE}JE&JJA% BREA D )L, -T2 R —2 325 41_\ MAelciEssR. 1>)/\—4, B,
FIFED KO TERMR>T L A Himig & D s mR &



プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
対象となる設備の種類は、原則として「空調」「産業ヒートポンプ」「業務用給湯器」「ボイラー」「変圧器」「冷凍冷蔵設備」「産業用モーター」に該当する設備となっています。
既存設備から導入予定設備へ入れ替えた際に、能力が同等もしくは、それ以下のもので、既存の設備と比較して省エネになっている設備を対象としています。
なお、照明器具、省エネルギー型自動販売機、断熱フィルム、コージェネレーション設備、燃料改質器具、インバータ、車両、パソコンやコピー機などの事務機は対象外です。
また、工作機械やプレス機械などの生産設備、太陽光発電設備など発電機能を有する設備も対象外ですのでご注意ください。
なお、令和7年度は、高効率空調への切り替えと同時に実施する断熱窓への更新、屋根・天井等に施工する遮熱・断熱対策工事も補助対象となります。
補助対象となる具体的な機種については、資源エネルギー庁、令和6年度補正予算省エネルギー投資促進支援事業費補助金」に係る『 (Ⅲ)設備単位型』のホームページに記載されている補助対象設備一覧を参考に選定してください。この補助対象設備一覧には、高効率コージェネレーション、制御機能付きLED照明器具及び生産設備も掲載されておりますが、本補助金では対象外となります。
また、補助対象設備一覧に掲載されている機種はあくまで一部となりますので、掲載以外の機種でも申請は可能な場合があります。ご不明な点は事務局へお問い合わせください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助対象経費は、いくつかの条件があります。
まず、使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費であること。
事業の実施期間内、令和8年1月13日までに支払いが完了していること。
見積書や請求書、支払証書など、支払金額が確認できる根拠資料を提出できることなどです。

また、経費の支払いについては、原則、銀行振込でお願いします。
現金での支払いや小切手、手形、仮想通貨などでの支払いは認められませんのでご注意ください。
クレジットカードで支払う場合は、交付決定日から令和8年1月13日までに引き落としが完了している場合のみ認められます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助対象となる経費は、設計費、設備費、工事費の３つです。これ以外の経費は本事業の補助対象外となります。
税抜きで50万円以上の機械装置などの購入は、処分制限財産に該当し、補助事業期間終了後も一定期間は承認なしに処分することはできません。
補助事業を行うにあたっては、その事業について区分経理を行ってください。
補助対象経費はその事業に使用したものとして明確に区分ができるもので、証拠書類によって金額などが確認できるものに限ります。
なお、対象となる経費であっても、必要とする経理書類を用意できないものや、中古品、レンタルやリースによる設備の導入費用、使用用途が異なる設備の導入に係る費用など、対象とならないものがありますので、申請要領10〜11ページで詳細をご確認ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
経理処理上の注意点はご覧の4点です。
まず、導入する設備の見積が1件あたり税込みで100万円を超える場合は、2社以上の相見積もりが必要となります。
該当する場合は、２社以上から見積をとり、より安価な発注先を選んでください。
複数社からの見積取得が困難な場合は、随意契約について、理由書の提出をお願いします。
また、見積書は、宛名、発行元、発行日、見積金額、設備の型式、積算項目・金額が明示されているものを提出してください。
設備撤去費のうち、処分費やフロン回収費などの廃棄処分経費は、補助対象とはなりません。見積書では、これらの項目を区別して記載するようにしてください。
導入する設備の定価またはメーカー希望小売価格を見積書に記載をお願いします。
必要な項目の記載がない見積書を提出された場合、再取得をお願いする場合がありますのでご了承ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
補助率および補助の限度額についてご説明します。
補助率は、通常枠で対象経費の3分の２以内。特別枠は4分の3以内です。
限度額は、通常枠が、上限133万3千円、下限額が13万3千円となっています。
特別枠は、上限150万円、下限額が15万円です。
通常枠、特別枠ともに、補助対象経費の合計が200万円以上の事業に対して上限枠が適用され、200万円未満の場合は、対象経費の合計額にそれぞれの枠の補助率を乗じた金額を補助します。
また、補助対象経費の合計が20万円未満の事業は対象となりませんのでご注意ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
本補助金の受付期間は、ご覧の通りです。
予算額に達した場合は、受付期限前であっても受付を終了します。この場合、事務局で申請を受け付けたものから先着順で採択します。
申請書類等は、本補助金ホームページの「令和7年度価格高騰等対応設備導入補助金申請手続きについて」より申請様式等をダウンロードして使用してください。
原則電子メールでの提出をお願いいたします。
申請書類提出後、補助金事務局より、必要に応じて書類の差し替えや追加資料の提出、説明を求めることがありますので、予めご了承ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業の流れはご覧の通りです。�申請受付状況などにより、結果の通知に時間を要し、交付決定の時期によっては、事業期間が短くなる場合がございます。予めご了承のうえ、事業期間内に完了できる見込みを持って申請いただくようお願いします。
補助金を申請する事業は、補助金の交付が決定してから、正式な発注、着手をお願いします。やむを得ず交付決定前に事業に着手する場合は、必ず着手前までに「事前着手届」の提出をお願いします。
「事前着手届」の提出前に、事業に着手した場合、補助対象とすることができませんのでご注意ください。
また、交付決定後に、申請時の内容に変更があった場合や事業を中止した場合は、速やかに所定の届け出をお願いします。
なお、予算に限りがあるため、交付決定額を超える金額での変更については認められません。
工事が完了し、支払が終わりましたら、事業完了から30日、または令和8年2月2日の、いずれか早い日までに実績報告書の提出をお願いします。
定められた期日までに報告書の提出がない場合、補助金が受け取れませんのでご注意ください。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
以上で、申請要領に関する説明は終了です。
申請にあたって、ご不明な点については、本補助金のホームページにある、専用のお問合せフォーム、もしくはお問合せ専用ダイヤル「050‐3092‐2650」にお問い合わせください。
申請書類の記入方法、添付する書類については、次の動画でご説明しますので、併せてご覧ください。
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